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2018年に注目すべき
3つの技術

はじめに

技術トレンド基礎調査センター、技術・イノベーション情報部

本稿では、 三井物産戦略研究所が 2018 年に注目す

べき技術と位置付ける 「量子 ICT」 「オミックス解析」 「マ

テリアルズインテグレーション」 の 3 つを取り上げる。 これ

ら 3 つの技術に通底していることは、 先進的な計算科学

技術である 「インフォマティクス」 がドライビングフォースと

して著しく進展していることである。

以下に、 これら 3 つの技術を選んだ理由と背景につい

て概説したい。

量子 ICT
最近まで学術世界にとどまっていた 「量子コンピュータ」

（量子力学原理を応用し、 従来型コンピュータの 1 億倍

超の演算速度を持つ次世代の超高速コンピュータ） の本

格的な商用化が近付き、 企業や研究機関による開発や

導入の動きが活発化している。 人工知能や自動運転技

術の社会実装、 革新的な新材料開発などのニーズが高

まるなか、 半導体技術などの既存 ICT では、 さらなる高

速化や省エネ性能の改善に限界が見えてきており、産業・

社会にイノベーションをもたらす 「量子 ICT」 に世界中の

注目度が高まっている。

日本では、 国立研究開発法人情報通信研究機構

（NICT）、 NTT、 富士通、 日立製作所などが独自の量子

コンピュータを開発中であり、 数社の企業がユーザーとし

て試験導入済み、 あるいは導入計画を発表している。 文

部科学省は 2018 年度から量子コンピュータ実用化のた

めの研究開発プロジェクトの立ち上げを決定した。

米大手 IT アドバイザリー企業のガートナーは、 先進

ICT のハイプ ・ サイクル （2017 年版） において、 「量子

コンピューティング」 を、 ポテンシャルが急上昇中の黎明

期に位置付けている。 ちなみに、世界初の量子コンピュー

タ製品化に成功したカナダの D-Wave システムズ社の量

子コンピューティングの基礎理論は、 東京工業大学の西

森教授らが提唱したものである。 量子 ICT は、 次世代セ

キュリティ基盤となる量子暗号や量子通信のコア技術でも

ある。 2018 年は 「量子 ICT 元年」 となるのではないか。

オミックス解析
「オミックス解析 （Omics Analysis）」 とは、 遺伝子のみ

ならず、 生体内に存在するタンパク質や代謝物などの分

子同士がどのように関わり合い、 生命現象を維持するた

めにどのようなネットワークを構築しているのかを、 データ

を用いて網羅的に調べることをいう。 近年、 次世代シーク

エンサーや質量分析計などの計測技術の高度化が進み、

これが可能となりつつある。

米国、 欧州、 日本では、 産官学によるオミックス解析

関連のプロジェクトが始動しており、 先進的な予防 ・ 医療

技術や革新的新薬の開発に拍車がかかっている。

個別化医療の提供や医薬品開発の場におけるオミック

ス解析に対するニーズの高まりを受けて、 臨床検査会社、

医薬品開発支援会社、 IT 企業の本分野への参入も加速

しており、 要注目である。 　

マテリアルズインテグレーション
これまでの材料の実験データなどさまざまなデータベー

スを、 材料科学の理論や経験則、 シミュレーション、 さ

らにデータ科学と組み合わせ、 コンピュータ上で、 新材

料の性能や組織の経年変化を高精度で予測する統合型

材料開発支援システム 「マテリアルズインテグレーション

（MI）」 の開発が、 日本の SIP プロジェクト （産学官の戦

略的イノベーション創造プログラム） で意欲的に進められ

ている。 高分子材料、 セラミックス、 金属などの幅広い素

材 ・ 材料を対象とし、 革新的新材料の開発時間の短縮、

効率化、 コスト削減、 材料選択、 プロセスの最適化を目

的とする。

現時点で、 日本は、 機能性材料分野における電子材

料を中心に世界のトップランナーとなっているが、 MI の

開発の眼目は、 今後もその国際競争力を堅持するため、

革新的新材料開発のためのプラットフォームを構築するこ

とにある。

2017 年に、 MI システムのプロトタイプである α 版が

完成し、 2018 年度に基盤システム Ver.1 が完成するスケ

ジュールであり、 企業の活発な新材料開発を後押しする

ものとして注目される。
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Ⅰ．量子 ICT
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意味し、代表的な量子には、光子や電子、陽子などがある。

量子は、 「粒子」 の性質と 「波」 の性質の両方を兼ね備

えており、 日常生活で接している物理法則 （ニュートン力

学、 電磁気学など） とは、 根本的に異なる法則に基づい

ている。 この法則の体系を 「量子力学」 と呼ぶ。 この量

子力学研究の最前線では、 後述する 「量子重ね合わせ

（Quantum Superposition）」 と呼ばれる現象や、 「量子も

つれ （Quantum Entanglement）」 など、 粒子と波の二重

性に加え、 量子の奇妙な振る舞いの研究と実験、 検証

の進展により現象の原理が解明されつつある。 これら量

子の性質を ICT 分野に適用する最先端の主な研究開発

動向を解説し、 量子 ICT が産業 ・ 社会に与える影響に

ついて考察する。

最近、 量子コンピュータや量子暗号などがメディアなど

に取り上げられることが多くなっている。 引き金となったの

は、 2010 年にカナダの D-Wave システムズ社が世界初と

なる商用量子コンピュータを市場に投入し、 ロッキード ・

マーチン、 グーグルや NASA が購入したことである。 これ

まで、 量子コンピュータが商用化されるのは 20 年から 30

年先といわれていただけにIT業界に与えた衝撃は大きく、

開発競争が一気に加速することになった。

量子 ICT は、 我々の日常感覚からは想像もつかない

振る舞いをする 「量子 （Quantum）」 を利用して計算した

り、通信したり、計測したりする ICT の総称である。 「量子」

とは、 ナノサイズ （nano ： 10 億分の 1 メートル） といった

原子レベルの微細な物質や微小のエネルギーの単位を

１．量子 ICT とは

２．有望な活用分野
ここでは、 量子 ICT において、 最近研究開発や実用

のための投資が旺盛な 3 つの有望活用分野を取り上げ

る。 1 つ目は、 商用利用が進む量子コンピュータ。 2 つ

目は、 スノーデン事件で安全性 ・ 信頼性が失墜した通信

分野の脆弱性を強化する新たな手段としての量子通信と

量子暗号。 3 つ目は、 極めて微細な変化を精密に計測

する量子センサーである。 これらの社会実装は、 ますま

す高度化する社会や産業において、 新たな価値や利便

性を生み出し、 さらには、 多様なイノベーションを生み出

す可能性を秘めている。

（1）量子コンピュータ
量子コンピュータは、 前述の 「重ね合わせ」 という現

象を利用して計算処理を行う機械である。 既存のデジタ

ル ・ コンピュータは、 「0」 か 「1」 か、 いずれかの状態し

か持ち得ない 「Digital bit」 で計算するが、量子コンピュー

タの場合には、 1 つの量子が 「0」 と 「1」 の両方の状態

を同時に持つことができる 「Quantum bit」 （Qubit：キュー

ビット） という現象単位を利用して計算を行う （図表 1）。

例えば、 Qubit が 2 つある (2Qubit) 場合には、 一度に

「00」、 「01」、 「10」、 「11」 の 4 つ の 状 態 （2 の n 乗、

即ち 22=4）を表すことができ、3Qubit では 8 つ状態（23=8）

を、 4Qubit では 16 の状態 （24=16） を同時に持つことが

できる （次ページ図表 2）。 これは、 デジタル・コンピュー

タでは 16 回計算処理 （逐次処理） する必要があるところ

を、 量子コンピュータでは 1 回の処理 （並列処理） で済

むことを意味する。文部科学省の報告書 1 によれば、1,000

個の粒子の厳密な計算 （物性や反応のシミュレーション）

 

 0 0001 or

デジタル・データは「0」か「1」の
いずれかの状態しか存在し得ない

Digital bit Quantum bit

「0」と「1」の状態が同時に存在する
量子重ね合わせ現象

図表1　Digital bitとQuantum bit

1．  文部科学省 「量子科学技術 （光 ・ 量子技術） の新たな推進方策」 平成 29 年 8 月 16 日。

Digital bit Quantum bit
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が、 D-Wave システムズ社のアニーリング方式の量子コン

ピュータは、 この計算をごく短時間で計算可能といわれて

いる。 このほかにも、 深層学習の学習スピードを飛躍的

に高めるとされ、 画像認識、 自然言語処理、 金融市場

の予測、 タンパク質等の分子構造解析や創薬開発などに

も利用可能である。 日本では、 デンソー、 JSR、 リクルー

トなどがアニーリング方式の量子コンピュータ導入を発表

しており、 他企業の導入が続くものと考えられる。

現在の開発動向としては、 より汎用性が高いと考えられ

ている 「量子ゲート方式」 の量子コンピュータの開発が

先進各国で展開されている。 これは、 既存のデジタル ・

コンピュータがトランジスタで構成される論理回路 （論理

ゲート） で計算処理するところを、 量子重ね合わせ状態

の Qubit で計算する方式で、 その計算回路を 「量子回

路」 （量子ゲート） と呼ぶ。 この量子ゲート方式の量子コ

ンピュータの開発は、 IBM、 マイクロソフト、 グーグルなど

の大手 IT 企業が投資規模を拡大し、 開発速度を上げて

いるが、 前述した 「量子重ね合わせ」 という極めて微妙

な状態を保持することが難しく、 実用化までには時間を要

するといわれている。

（2）量子通信／量子暗号
量子通信は、 前述の 「量子もつれ」 という量子力学的

な現象を通信に応用したものである。 例えば、 粒子 X と

粒子 Y のそれぞれをペア 2 にすると、 あたかも一卵性双

生児のように、 距離に関係なく相互に強く結びつき影響し

合う性質を有するようになる。 仮に粒子 X と粒子 Y が 10

兆光年離れても、 粒子 X に刺激を 2 回与えると、 粒子 Y

も自らの状態を瞬時に 2 回変化させる （図表 3)。 これは、

光よりも速い粒子は存在しないという相対性理論に反する

が、 量子力学が支配する極微の世界では、 この奇妙な

現象が存在し、実際に証明され検証されている。 この 「量

子もつれ」 を利用して 2 拠点間で通信を行うのが量子通

信である。

国立研究開発法人情報通信研究機構 （NICT） は、

超小型衛星 SOCRATES を使い、 地上局との量子通信の

実証実験に成功している。 さらに、 NICT は、 量子通信

の延長線上にある量子暗号の開発も推進している。 量子

暗号も量子通信同様に 「量子もつれ」 を利用して秘匿通

2．  量子もつれ状態にある粒子、例えば粒子 X と Y を生成するには、レーザーや反射鏡などを使い、量子の特性である波の性質を利用して X と Y の波を重ね合わせる （干

渉） ことでペアリングする。

を行うと 10,573 年という莫大な時間がかかってしまうことに

対し、 「量子重ね合わせ」 で並列計算すると 100 ミリ秒以

下で計算可能であると指摘している。 これが既存のデジタ

ル ・ コンピュータを量子コンピュータが凌駕するといわれ

るゆえんである。

量子コンピュータは、 大きく 「量子アニーリング方式」

と 「量子ゲート方式」 に二分される。 前述の D-Wave シ

ステムズの量子コンピュータは前者であり、 現時点での主

たる用途は 「組み合わせ最適化問題」 に限定されてい

る。 ただし、 組み合わせ最適化問題は世の中に数多く存

在し、 典型的なものとして、 物流における最適配送経路

（安く＆早く） の計算がある。 例えば、 1 人のドライバー

が 1 日に巡回する拠点が 15 箇所あるとすると、 その全

ての組み合わせは 1 兆 3,000 億通りに達し、 普通のコン

ピュータでは処理時間が膨大となり計算困難な状態となる

量子重ね合わせ

4Qubitは16の状態を同時に保持する。

図表 2　4Qubitの量子重ね合わせの状態

4Qubit は 16 の状態を同時に保持する

量子重ね合わせ
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（3）量子センサー
量子コンピュータや量子通信／量子暗号は、 「量子重

ね合わせ」 や 「量子もつれ」 という状態を維持すること

で、 計算処理や通信を行う技術であるが、 これを逆手に

とって、 外部環境の極微小な変化により容易に状態が壊

れる量子の性質を利用し、 現在は検知できない、 光や電

磁場などの極めて微細な、 物理的な変化を捉える量子セ

ンサーの開発が進められている。 この領域で先行してい

るのがロシアや中国が開発を進めている量子レーダーで

ある。 これは米国の B2 爆撃機や F22 戦闘機など、 現在

のレーダーでは検知しにくいステルス機の接近を 「量子も

つれ」 状態にある粒子で探知するのが目的である。 現在

のレーダーは、 空間上にある物体から反射して戻ってき

た電波を捉えて計算し、位置と速度を算出する。 量子レー

ダーの場合、 概念的には、 「量子もつれ」 状態にある粒

子の片方が、 ステルス機の特殊な機体形状により仮に反

対方向に錯乱されても、 もう一方の粒子の状態が変化す

るので、 その粒子を観測することで物体の有無や位置を

判別することが可能である。 この量子レーダーは、 試作

段階ながら、 従来のレーダーより高い検知能力を有すると

されており、 実戦投入が実現すれば、 ステルス機を保有

する米空軍の軍事的優勢を揺るがす可能性がある。

また、 量子の敏感な特性を活かして、 量子コンパスと

いう、 GPS を使わずに正確な位置情報を取得できる技術

の開発も進められている。 これは地球の地磁気や重力な

どの変化を観測することで、 緯度 ・ 経度などの位置情報

を割り出す技術で、 GPS 衛星からの電波を受信しなくと

も、 量子コンパス単体で、 屋内や地下、 海中などでも正

確な位置情報を算定できる。 量子コンパスなどのセンサー

開発は、 軍事分野で先行しているが、 今後は、 民生分

野にその成果が適用されるようになる。 特に注目されてい

るのが、 脳科学の分野で、 例えば脳神経細胞の興奮に

より発生する生体磁場の状態を精緻に計測する量子セン

サーなどが開発されれば、 EU や米国が進めている人間

の脳機能をコンピュータで模倣する 「ブレイン ・ プロジェ

クト」 の研究が格段に深化し、 万能な人工知能 （強い

AI） の登場が現実味を帯びると考えられている。

粒子X 粒子Y 

粒子X 粒子Y 

 

粒子Xの状態が変化すると
瞬時に粒子Yに影響する

図表3　量子もつれのイメージ図

ペアリングされた2つの粒子は
距離が離れていても相互に影響し合う関係となる

例えば10兆光年離れようが
その関係は切れない

量子もつれ

信を可能とする技術で、 通信途中で盗聴されると 「量子

もつれ」 状態にある粒子が変化することから盗聴の有無

を検知することができる。 この特性と、 原理上解読不可

能であることが知られている 「ワンタイム ・ パッド」 方式の

暗号とを組み合わせることで最強の暗号技術が実現する。

ワンタイム ・ パッドは、 一度しか使わない、 使い捨ての乱

数表を通信者が相互に共有して暗号文を作成して秘匿通

信する仕組みだが、 乱数表を共有する通信途中で盗聴さ

れる可能性があり、 「量子もつれ」 を観測することでその

真正性を確かめることができる。 このような量子暗号が実

用化されると、 極めてセキュリティの高い通信が可能にな

り、 現在は脆弱な IoT デバイスの機能を向上させ、 金融

取引や医療情報など機微なデータの通信を盗聴されるこ

となく安全な通信が可能となる。 日本では、 防衛省が量

子暗号の実証検証中であり、 すでに量子暗号機能を組

み込んだスマートデバイスを三菱電機が開発済みである。
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3．  大きな二つの素数を掛け合わせた数、 例えば 232 桁の素因数分解をスーパーコンピュータで計算すると約 3 年かかる。 この素因数分解の計算困難性を利用している

のが公開鍵暗号で、 量子コンピュータで計算すると容易に解読されることは 1994 年に数学的証明されている （前述のワンタイム ・ パッド方式は量子コンピュータでも

解読不可能）。

３．今後の展望
1900 年代から 30 年代にかけて、 量子という摩訶不思

議な物理現象を理論付ける量子力学が誕生し、 その後、

人類社会に半導体技術 （トランジスタや CPU、 半導体メ

モリなど） やレーザー、 MRI （核磁気共鳴画像法） など

さまざまな技術が生み出され、 我々の生活を大きく変貌

させた。 21 世紀に入りグローバルに人とモノがつながり、

情報が瞬時に世界を駆けめぐる時代となり、 経済 ・ 産業 ・

社会は、 加速的に多様化し複雑化する世界にあって、

量子 ICT は、 非連続的な経済 ・ 産業的課題の解決に大

きく貢献するものと期待されている。 すでに量子アニーリ

ング方式の量子コンピュータの産業利用が始まっている。

独フォルクスワーゲンは、 D-Wave システムズと共同で、

北京市内を走行するタクシーが渋滞を避けて最適ルート

で営業走行するプロジェクトを立ち上げ、 人工知能の専

門家の参加も得て成果を挙げている。

一方、 量子コンピュータなど量子 ICT の登場は、 既存

の技術基盤を陳腐化させ危殆化させる面もある。 現在多

用されている暗号のほとんどは、 素因数分解の計算困難

性 3 に依存しているが、 量子コンピュータは素因数分解

を短時間で処理できることから、 既存の暗号技術を巧み

に組み合わせて、 実質的に改ざんが不可能とされている

ブロックチェーンの安全性すら脅かしかねない。

それでも、 量子 ICT が社会 ・ 産業に破壊的なイノベー

ションを引き起こす有望基盤技術であることは間違いなく、

今後の開発動向には十分な注意を払う必要がある。
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Ⅱ．オミックス解析

たこと、 ②クラウド等によるデータ空間の拡大によりデータ

シェアリングが容易になったこと、 ③ビッグデータを、 スパ

コンに代表されるハイスループット計算により瞬時に解析

し、 意味付けできる計算機技術が進展したこと、 が挙げら

れる。

米国、 欧州、 日本では、 オミックス解析を用いた新た

な予防法や治療法の開発を推進する国家プロジェクトに

注目が集まっている。 米国では、 心臓、 肺、 血液、 睡

眠の病気に関連するオミックス情報を用いて予防および

治療法の開発を促進する “TOPMed プログラム （Trans-

Omics for Precision Medicine、 2016 年 -2019 年）”、 欧

州では、 EU と欧州製薬団体連合会 （EFPIA） が官民共

同で心疾患のオミックス情報をクラウド上で共有し、 解析

を進める “BigData@Heart プロジェクト （2017 年 -2022

年）”、 日本では、 がん、 精神疾患、 腎疾患のオミックス

解析による医療技術および新薬開発を目的とした “創薬

基盤推進研究事業 GAPFREE （2017 年 -2019 年）” が

始動している。 今後、 これらのプロジェクトで得られたさま

ざまな知見が、 よりきめ細かな 「プレシジョン・メディシン」

の実現に寄与すると考えられる。

4．  糖類、 有機酸、 アミノ酸など、 代謝 （細胞や生体内で起こる化学変化） に関わる物質。

5．  遺伝子の情報を読み込む機器のことで、 次世代シークエンサーと呼ばれる高速 ・ 安価な機器の開発が進む。

6．  Mass Spectrometer。 どのような代謝物がどのくらい存在しているかを調べる機器。

１．オミックス解析とは
2017 年発刊の 「2017 年に注目すべき 4 つの技術 ・ イ

ノベーション」 の１つとして取り上げた 「プレシジョン・メディ

シン」 は、 遺伝子研究の成果をもとに開発された医薬品

の発売や遺伝子診断事業の拡大など、 社会実装に向け

た取り組みが着実に進んでいる （14 ページ参照）。 一方、

遺伝子の働きを解明するだけでは、 複雑な生命現象を説

明しきれないことも明らかになりつつあり、 プレシジョン ・

メディシンの新たな課題となっている。

遺伝子の働きを解明する研究をゲノミクス （Genomics）

と呼んでいるが、 近年、 遺伝子研究の成果を起点として

タンパク質の研究であるプロテオミクス （Proteomics）、 代

謝物 4 の研究であるメタボロミクス （Metabolomics） な

どに研究対象が広がっている。 「オミックス解析 （Omics 

analysis）」 とは、 遺伝子のみならず、 生体内に存在する

タンパク質や代謝物などの分子同士がどのように関わり合

い、 生命現象を維持するためにどのようなネットワークを

構築しているのかを、 データを用いて網羅的に調べること

をいう。

オミックス解析が進展する背景には、 ①遺伝子解析機

器 5 や質量分析計 6 などの計測技術が急速に高度化し

オミックス解析における有望な活用分野として、 医薬品

開発分野と検査分野が挙げられる。

（1）医薬品開発分野
製薬企業にとって、 医薬品開発をめぐる環境は、 その

成功率の低下に加え開発費の増大が著しく、 ますます厳

しくなっている。 また、計測技術と IT の革新的進歩によっ

て膨大なデータの取り扱いと解析が可能になりつつある状

況において、 個別化医療のための医薬品開発はより複

雑さを増す一方、 より個別化への対応が求められている。

加えて、 グローバル展開が可能な革新的新薬を効率的

に市場へ投入し、 市場ニーズに適応することは生き残りを

かけた重要課題となっている。

そのような環境下、 製薬企業はゲノミクスを基軸にプロ

テオミクス、 メタボロミクスなど複雑で膨大なオミックス情報

を統合することによって得られる新しい視点と深い洞察を

病気のメカニズム解明や新規ターゲット探索に活用し、 候

補品の早期有効性予測による効率的な医薬品開発につ

なげようと試みている。

大手製薬企業の米アムジェンは、 アイスランドの遺伝

子解析ベンチャーの deCODE genetics(deCODE) を 2012

年に買収した （次ページ図表 4）。 deCODE が保有して

２．有望な活用分野
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7．  ヒトの身体の状態を客観的に測定し評価するための指標。

いた 50 万人分の遺伝情報と病気の症状や身体的特徴 ・

状態といった詳細な医療情報が統合されたデータベース

を活用することで、 病気の原因となる遺伝子を特定し、 新

薬開発につなげようとしている。 現在では、 70 万人分の

オミックス情報を有し、 これらの情報を用いてコレステロー

ル値や心疾患リスクに影響を与える新たなメカニズムを解

明し、 新薬開発に活用している。

米バイオ製薬企業リジェネロン ・ ファーマシューティカ

ルズは、 2014 年にゲノム研究センター “The Regeneron 

Genetics Center （RGC）” の開設と同時にペンシルベ

ニア州で医療サービスを提供している医療機構ガイシン

ガー ・ ヘルス ・ システムとの提携を発表。 同意が得られ

た患者からサンプルを取得、 解析して得た検査結果と診

療情報を統合することで、 未知の新薬ターゲットの特定や

個別化医療の提供につなげようとしている。ガイシンガー・

ヘルス ・ システムは、 すでに 18 万人以上の遺伝情報と

医療情報が統合されたオミックス情報データベースを保有

しており、 病気に関わる数百種類の新規遺伝子やバイオ

マーカー 7 を特定している。 また、 2017 年中に英大手製

薬企業グラクソ ・ スミスクラインと共同で UK バイオバンク

の登録者 50 万人のゲノム解析を完了させ、 今後、 5 年

以内にさらに 45 万人分のゲノムを解析する予定である。

このように製薬企業がオミックス情報の囲い込みを進め

るなか、製薬企業の医薬品開発支援を行う CRO（Contract 

Research Organization） 業界では、 遺伝子解析機器や

質量分析計などの最新鋭の検査機器を取りそろえた臨床

検査事業を強化している。 CRO 最大手の米クインタイル

ズは、 臨床検査会社大手の米クエスト ・ ダイアグノスティ

クスとともに遺伝子解析機器等を用いた高度な検査に対

応する Q2 ソリューションズを設立するなど、 オミックス解

析へのニーズの高まりに応じた事業拡大を進めている。

図表 4　米国の製薬企業によるオミックス情報の活用と囲い込み
企業名 動向 目的

アムジェン
2012 年 deCODE genetics 買収

オミックス情報を活用した新薬、 治療法の開発強化およ
び臨床試験の効率化

2014 年
イルミナと共同で次世代シーケンサー （NGS）
を利用した本格的遺伝子診断を開始

アムジェンのがん治療薬ベクティビックス （パニツムマブ）
のコンパニオン診断検査法開発

リジェネロン ・ 
ファーマシューティカルズ

2014 年
The Regeneron Genetics Center 開設と同時に
ガイシンガー ・ ヘルス ・ システムと提携

オミックス情報を用いた新薬開発、 個別化医療の提供

ロシュ
2015 年 ファウンデーション ・ メディシン注を買収 ゲノミクスを活用した個別化医療の支援
2016 年
2017 年

フラットアイロン・ヘルス （16 年）、サイアプス （17
年） を買収

オミックス情報のデータ解析ソフト開発およびクラウド上で
のデータストレージを強化

注：ファウンデーション・メディシンの提携先：ノバルティス、ジョンソン・エンド・ジョンソン、エーザイ、セルジーンなど
出所：三井物産戦略研究所作成

（2）検査分野
検査分野では、 採血で簡便に遺伝子などの分子を調

べる 「リキッド ・ バイオプシー」 と、 メタボロミクスに用いら

れる 「質量分析計」 に注目が集まっている。

「リキッド ・ バイオプシー」 とは、 わずかな量の血液を

注射針で採血し、 がん患部から遊離して血液中を循環し

ているごく微量の遺伝子やがん細胞（血中循環腫瘍細胞）

を捉えて検出する技術である。 リキッド ・ バイオプシーは、

がん治療薬を選別する個別化医療のみならず、 がんの早

期診断やがん転移の予測などの分野においても注目が

高まっている。 2017 年に入り、 リキッド ・ バイオプシーの

パイオニア企業である米ガーダント ・ ヘルスにソフトバン

クが出資した。 また、 自社開発の遺伝子解析機器を用い

たリキッド ・ バイオプシー検査受託サービスを行う米グレイ

ル （米イルミナの子会社） に電通ベンチャーズ 1 号グロー

バルファンドが出資するなど、 社会実装に向けた動きが

加速している。

もう一方の 「質量分析計」 は、 温度や光などの環境

変化や、 食事、 運動、 病気などに反応して生体内でつく

られる代謝物の種類や濃度を一度に網羅的に調べること

が可能なため、 メタボロミクスでは欠かせない技術である。

質量分析計には測定する物質の性質に応じて、 ガスクロ

マトグラフ質量分析計、 液体クロマトグラフ質量分析計な

どが使われており （図表 5）、 これら検査機器の高速 ・ 高

感度化が進んだことで、 医薬品開発やがんの早期診断な

どへの応用が期待されている。

メタボロミクス受託解析企業では、 日本のヒューマン ・

メタボローム ・ テクノロジーズ （HMT） と米メタボロンが事

業拡大を続けている。 HMT 社によると、 近年、 メタボロ

ミクスが予算規模の大きな製薬産業界で活用されるように

なり、 欧州 ・ アフリカ ・ 中東への展開を見据え、 ライフサ
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イエンス関連企業が集積するオランダのライデンに新拠点

を設置するなど事業を拡大している。 また、 質量分析計

の開発 ・ 製造を行う島津製作所によると、 従来はアカデ

ミア向けが主流だったが、 ここ 10 年で、 製薬 ・ 診断 ・ 食

図表5　メタボロミクスに用いられる質量分析計

写真提供：株式会社島津製作所

液体クロマトグラフ質量分析計 （LCMS-8060）ガスクロマトグラフ質量分析計 （GCMS-TQ8040）

３．今後の展望
以上のとおり、 オミックス解析の進展に伴い生命現象の

統合的な理解に向けた技術 ・ 環境が整いつつあり、 今

後これまで解明できなかった病気のメカニズムが明らかに

なることが期待される。 また、 スーパーコンピュータに代

表されるハイスループット計算技術の進化も寄与し、 新た

なバイオマーカーの発見や、 それらをターゲットとする医

薬品開発が急速に進むことも期待できよう。

ビ ジ ネ ス の 観 点 か ら は、 オ ミ ッ ク ス 解 析 に 対 す る

ニーズの高まりを受けて、 製薬会社、 医療機関、 研究機

関から検体分析を受託する臨床検査会社の役割が増大

することが予測される。 特に、 本稿で取り上げた各種臨

床検査会社に加えて、 検査事業のみならずオミックス情

報を医薬品開発や健康サービスなどに活用する米ヒュー

マン ・ ロンジェビティや中国の iCarbonX などの新興企業

の動向が注目される。

一方、 オミックス解析の本格的な社会実装に向けては

課題もある。 その一つとして、 オミックス解析に伴い生成

する膨大なデータを、 診療記録や生体モニタリングから

得られるデータ等、 既存のヘルスケア関連データと統合

し、 分析するシステムをいかに構築していくかが挙げられ

る。 オミックス解析データに関する知見はまだ十分に蓄積

されておらず、 その示す意味を明らかにするには、 患者

の病態や症状のデータを取得していくことが不可欠であ

る。 こうした観点では米国企業が先進的な取り組みを行っ

ている。 例えば、 難病や重度の患者間の情報共有を目

的とする SNS を運営する米 PatientsLikeMe は、 患者に

よる病状記録とオミックス解析データを統合するプロジェク

ト “DigitalMe” を、 前述の iCarbonX の協力の下に開始

している。 このプロジェクトは、 SNS に登録している精神

疾患患者に病状変化が現れた際に、 iCarbonX の機械学

習技術を活用してオミックス解析を実施し、 病状変化とオ

ミックス情報との関連性を明らかにすることで病気の詳細

なメカニズムの解明や、 より効果的な新たな治療技術 （よ

り効果的なタイミングでの医薬品による医療介入等） の開

発につなげていくことを目的としている。

もう一点は、 ビッグデータを利用する際の課題である、

企業や研究機関の連携体制の構築となる。 これは後述す

るマテリアルズインテグレーションにおいても同様だ。オミッ

クス解析にはさまざまな要素技術が必要となり、 多くの場

合、 複数の企業や研究機関の共同でプロジェクトが進め

られる。 従って、 解析に用いるデータの質の均一性を確

保するためにも、 企業や研究機関の間でデータ取得方

法の標準化および円滑なデータ連携を促進するためのプ

ラットフォームの重要性が高まる。 米セブン ・ ブリッジズ ・

ジェノミクスは、 オミックス解析で得られるビッグデータを、

企業や研究機関の間で共有 ・ 管理し、 共同プロジェク

トのワークフローマネジメントを支援するクラウド型プラット

フォームを開発し、 前述の米 TOPMed プログラム等、 各

種共同研究プロジェクトに参画している。 こうした取り組み

はまだ緒に就いたばかりであるが、 オミックス情報を含む

包括的な医療データの活用基盤の構築に向けた先駆的

な取り組みと位置付けられるため、 動向が注目される。

品等に向けた販売が増加している。 島津製作所は、 富

士通グループと組むことで機械学習を用いたメタボロミクス

のデータ解析自動化にも力を入れており、 拡大するメタボ

ロミクス市場の動向が注目される。
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マ テ リ ア ル ズ イ ン テ グ レ ー シ ョ ン （MI ： Materials 

Integration） とは、 これまでの材料科学の成果や経験知

を活用するとともに、 理論、 実験、 解析、 シミュレーショ

ン、 データによる数理統計解析などの科学技術を統合し

て、 新材料の性能のみならず材料構造の経年変化等も

高精度で予測する統合型材料開発支援システムと定義さ

れる （図表 6）。

計算技術を用いた革新的な材料設計ともいわれている

マテリアルズ ・ インフォマティクスが、 よりシミュレーション

（データに基づく新規 ・ 最適物質探索） に重点を置いた

手法であるのに対して、 MI は材料の性能だけでなく、 部

材としての経年変化の予測を加速試験データなどの知見

を用いて加味するという点において、 実使用を強く意識し

た先進の材料開発システムであるといえる。 例えば、 極

めて高い機能を発揮するが 1 年でその機能が半減してし

まう材料 A と、 材料 A ほどは機能は優れていないものの、

5 年間ほとんど機能が劣化しない材料 B があった場合、

用途によっては材料 B を選定するものも少なくない。 つま

り、 MI では、 実使用において最適な材料 ・ 部材を見い

だすために実使用の環境データやそれに基づく材料劣化

モデルなど多面的なデータが求められることになる。 しか

しながら、 そのデータの多くは企業が競争力や差別化の

源泉として保有し、 論文などでは公開してこなかったノウ

ハウに類するものであるため、 MI の進展には民間企業が

保有する秘匿データをいかに活用できるようにするかが重

要な要因になると考えられている。

前述のマテリアルズ ・ インフォマティクスの開発におい

ても、 これまでに欧米に加え、 中国でも大規模な国家予

算を投入して研究開発が進められているが、 その進展に

は民間企業に蓄積された知見が多大な貢献を果たしてき

た。

一方、 欧米の化学企業では事業内容の棚卸しを進め

図表6　マテリアルズインテグレーションのコンセプト図

出所：内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）革新的構造材料領域紹介

Ⅲ．マテリアルズインテグレーション
１．マテリアルズインテグレーションとは
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出所：各種報道資料、各社発表資料に基づき三井物産戦略研究所作成

２．有望な活用分野

た結果、 それらの知見が失われるケースが出てきている。

基礎原料や中間原料、 汎用樹脂や合成繊維など多くの

用途に利用することで長年の知見蓄積がある独 BASF、

米デュポン、 独エボニックインダストリーズ、 独バイエルな

どの大手総合化学企業は、 収益性の低い材料部門の事

業売却を進めている。 また、 仏アルケマやベルギーのソ

ルベイは、会社売り上げの 9 割程度の事業の売り上げシェ

アが世界トップ 3 以内を占めるまでの急激な事業再編を

進めている。 その結果、 MI を進展させる上で重要となる

多面的な知見やデータに加え、 研究開発者の流出によっ

て個人に蓄積された知見 ・ ノウハウが失われつつある。

さらに、 欧米化学企業による事業売却の受け皿は、 中国

企業となる傾向が強いが、 研究開発者の移籍を伴わない

事業売却では、 その知見が移転されないことに加え、 中

国化学企業は歴史の浅い企業も多く、 化学産業における

データ蓄積が十分ではない状況にある。

これまで、 日本の化学企業は厳しい事業環境にさらさ

れてきたが、 事業を手放さずに辛抱したことがデータや知

見の維持につながっている。 あらゆるシーンを想定した材

料開発を目指す MI では、 日本は国が備えるデータベー

スに加え、 企業に蓄積したデータによりアドバンテージを

備えており、 国を挙げたプロジェクトによって積極的な取り

組みが進められている。

図表 7　マテリアルズインテグレーション関連の注目動向 （2017 年）
発表月 大学、 企業、 団体等 報告内容概要

4 月
日本伸銅協会 （古河電気工業、 神戸
製鋼所、 日本ガイシ、 JX 金属、 豊橋
技術科学大学、金沢大学、東北大学）

大手伸銅メーカー 4 社や 3 大学などと共同で新技術を活用した超高強度銅合金の開発に取り
組むとともに、 計算材料科学で組成や加工プロセスを最適設計するマテリアルズ ・ インフォマ
ティクスの技術開発も行う。

6 月
NIMS、 三菱ケミカル、 住友化学、 旭
化成、 三井化学

化学業界におけるオープンイノベーションを推進するため、 NIMS を中核としたオープンプラット
フォーム (MOP : Materials Open Platform) の運用に関する覚書に調印。

7 月
BASF スーパーコンピュータを導入し、 シミュレーションを用いた機能ポリマーの配合法発見等への活

用を発表。

10 月
横浜ゴム ゴム材料の開発技術を確立。 革新的なゴム材料設計の発想を得るために研究を進めてきた

シミュレーション技術と実際のゴムを使った設計 ・ 加工、 分析 ・ 計測の研究結果から得たデー
タを統合し、 AI の機械学習機能による情報 ・ 知識探査を導入したもの。

10 月
日立製作所、 東北大学 鉄とコバルトやニッケル、チタン、クロム、モリブデンから、強度が高くて腐食しにくい合金を開発、

実験データなどを解析して最適な加工条件を求めた。

10 月
日立製作所 鉄鋼など素材メーカーを対象に、 材料開発の効率化を支援する新サービスを始めると発表し

た。 膨大な材料データを詳細に高速分析できるシステム環境を提供したり、 顧客企業から預
かった材料データを AI で分析し目標とする材料に必要な条件を割り出す。

10 月
富士通研究所 電池材料などの探索に活用。 求めた材料の結晶構造を合成するのに、 少ない実験データを

補うため、 専門部署でコンピュータシミュレーション （模擬実験） に取り組む。

MI の利用は、金属材料、高分子材料、セラミックス材料、

複合材料などのあらゆる種類の材料や部材の実使用環境

下でのパフォーマンスが対象となり、 材料あるいは部材の

研究開発時間の短縮に寄与する。 加えて、 物質、 材料、

構造、 組織、 パフォーマンスにおける関連性を明確にす

ることで、 所望のパフォーマンスを起点として材料、 部材

にさかのぼる形で最適化を見いだす 「逆問題」 を解決す

るものとしても期待されている。 逆問題への挑戦は、構造、

組織の形成に寄与する製造プロセスの見える化を伴うもの

であり、 これまでブラックボックスとされてきた製造プロセス

を各種センサーなどの活用によって数値化することで、 さ

らなる効率化や新たな製造プロセスの構築といった副次

的な効果も期待される。

（1）金属・無機材料
個別の材料分野では、 短期的な成果という視点におい

ては、 金属 ・ 無機材料での活用が期待される。

金属 ・ 無機材料ではミクロ （原子、 分子レベル） の世

界で起こる効果や機能が、 マクロ （材料、 部材レベル）

の世界においても同様の現象として想定されるため、 こ

れまでも比較的成果を出しやすい領域と考えられてきた。

実際、 金属 ・ 無機材料分野での成果報告が多く、 2017

年も大手伸銅メーカー 4 社と 3 大学による超高強度銅合

金開発に向けた MI への取り組みや、 日立製作所と東北

大学による鉄、 コバルトなどからなる高強度 ・ 耐腐食合

金の開発と最適な加工条件探査への MI 活用などが報告

された （図表 7）。 国立研究開発法人物質 ・ 材料研究機
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構 （NIMS） が拠点となる国家プロジェクト 「情報統合型

物質 ・ 材料開発イニシアティブ （“Materials research by 

Information Integration” Initiative ： MI2I）」 においても無

機材料に関する成果だけで 2017 年内に 10 件を超える

報告がなされている。 成果報告における金属 ・ 無機材料

で得られる効果は、 高強度、 高耐熱、 高断熱、 高放熱、

高耐食といった機能を目的とするものが多く、 これらの機

能が求められる代表的な用途としては自動車、 航空機な

どの輸送機器での金属構造材料が挙げられる。 CO2 排

出規制や電動化などの動きを受けて輸送機器には軽量

化が求められる一方で、 軽量化によって材料が薄肉化す

ることで断熱性低下や騒音拡大などの新たな課題が生じ

ている。 また、 自動運転技術などの進展によりセンサー

や通信機器などが増加するため、 熱を効率良く逃がすこ

とができる材料需要なども高じている。 輸送機器の材料開

発においては、 その厳しい利用環境下における経年変化

を高精度に予測することが必須の項目となることから、 MI

の活用が次世代モビリティーを支える材料開発に大きく寄

与するものと考えられる。

2014 年に立ち上がった、 新日鉄住金、 JFE スチール、

神戸製鋼所などが参加する 「鉄鋼インフォマティクス研究

会」 では、 自動車や鉄道などの輸送機器への MI 利用を

意図し、金属材料情報 （機能、劣化モデル） の共有デー

タベース構築のほか、 金属中に存在する水素による金属

脆化など、 さまざまなモデル検証が進められており、 今

後の成果が期待されている。

（2）高分子材料
潜在的な需要という視点では、 高分子材料での活用が

挙げられる。 高分子材料は、 一般的には分子量が 1 万

以上の化合物と定義され、 名称が同じ材料であっても分

子量や分子構造、 製造プロセスの違いによって発揮され

る機能や効果が異なる。 そのため、 より正確に MI を適用

するためにはそれらの違いを全てデータベース化する必

要がある。 さらに、 金属 ・ 無機材料と異なり、 ミクロの世

界における効果や機能がマクロの世界において一致する

ものとは限らないことから、 高分子材料に対して MI を適

用することは困難であると考えられてきた。 しかしながら、

高分子分野は日系企業にとって強みがある領域であるた

め MI への期待は高く、 2017 年に顕著な動きが見られた

のも、高分子を中心とした化学業界におけるものであった。

2017 年 6 月には、 MI2I の中心的メンバーである NIMS

と三菱ケミカル、 住友化学、 旭化成、 三井化学が、 化

学業界におけるオープンイノベーションを推進するた

め、 オープンプラットフォーム （MOP ： Materials Open 

Platform） の運用に関する覚書に調印した。 この水平連

携によって、 高分子材料のさらなる高性能化を目指し、

高分子材料の構造、物性、変性などに関するデータ集積、

特に MI を活用した情報解析手法の適用と評価について

協働が行われる。

高分子材料への MI 適用における具体的成果としては、

2017 年 10 月に、 横浜ゴムが MI を活用して、 車両タイヤ

に適用されるゴム材料の開発技術を確立したとの報告が

なされた。 同社は、 革新的なゴム材料設計の発想を得る

ために研究を進めてきたシミュレーション技術と実際のゴ

ムを使った設計 ・ 加工、 分析 ・ 計測の研究結果から得

たデータを統合し、 AI の機械学習機能による情報 ・ 知識

探査を導入することで開発に成功したとされる。 車両タイ

ヤは、 シンプルな製品に見えるが、 さまざまな利用環境

を想定して性質の異なる多様なゴム材料を調整しつつ組

み合わせて具現化されるノウハウの塊である。 ブリヂストン

やミシュランをはじめとする 10 社に満たない企業によって

市場が占有されているのも、 その極めて高い技術力によ

る参入障壁の高さによるものである。

上記の成果報告は、 極めて秘匿性の高い価値ある情

報を MI に利用しようとする企業が台頭してきたという点、

また、 適用が困難であるとされてきた高分子材料におい

ても、 膨大かつ多面的なデータを保有していれば成果を

挙げられるという点において注目すべき報告であったとい

える。 高分子材料への利用が拡大することで、 有機 EL

向けの有機発光材料や、 次世代モビリティー向けの高強

度樹脂材料や異種材料を接合する接着剤、 高速通信化

で伝送エネルギーロスが拡大する電子基板に向けた低損

失材料など、 多くの次世代技術を支える材料への適用が

期待されるほか、 スマートフォンなど製品ライフサイクルが

短いコンシューマー製品に対応できる材料開発スピード

の向上が期待される。
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これまで、 国の研究機関が主導してきたインフォマティ

クスを活用する材料開発は、 企業側での活用例が増加し

てきたことで、 新たなステージに至ったものと考えられる。

今後、 国側に期待されるのはシステム開発となろう。 優秀

な頭脳 （スパコン） とデータがあっても、 適正な指示系

統なくして最適な解は得られない。 日本の戦略的イノベー

ション創造プログラム （SIP） においては、 すでに MI シス

テムのプロトタイプである α 版が完成し、 同プログラム参

画企業である JFE スチール、 神戸製鋼所、 UACJ、 IHI

での利用を介して機能の改善を進めている。 2018 年度に

基盤システム Ver.1 が完成するスケジュールであり、 企業

の活発な動きを後押しできるか要注目である。

輸送機器におけるマルチマテリアル化など、 特定材料

の特性のみならず、 複数の材料を組み合わせて機能が

発揮される部材では、 材料の経時変化などを予測するこ

とは特に困難となる。 実利用を意識した MI は、 日本に

強みがある材料の用途側 （出口側） での利用を意図して

取り組みを進めることで、 日本の材料技術の国際競争力

を向上させる強力なツールとなるであろう。

３．今後の展望
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2017 年 1 月に発刊した戦略研レポート 「2017 年に注

目すべき 4 つの技術 ・ イノベーション」 で取り上げた、 プ

レシジョン ・ メディシン、 デジタルツイン、 フレキシブル ・

ハイブリッド ・ エレクトロニクス、 New Space （次世代宇宙

ビジネス） について、 この 1 年間 （2017 年） の動向を

簡単に総括してみたい。

プレシジョン・メディシン
2017 年は、 プレシジョン ・ メディシンで有望視される医

薬品として取り上げたがん治療法 “キメラ抗原受容体 T 細

胞療法 （CAR-T 細胞療法）” の世界初の製品キムリア （ス

イス ・ ノバルティス社） が米国で市場投入された （2017 年

8 月）。 CAR-T 細胞療法で前駆 B 細胞性急性リンパ芽球

性白血病を克服した初の小児治験患者として「生きた証拠」

といわれた 12 歳の米国人少女 Emily Whitehead は、 2017

年の科学界での出来事において重要な役割を果たした 10

人のうちの 1 人として英科学誌 Nature に選ばれた。 また、

同じく有望視されている “免疫チェックポイント抗体” のが

ん治療薬であるバベンチオ （米ファイザー社、 独メルクセ

ローノ社） も米欧日で市場投入された （同年秋）。 一方、

検査分野の技術として注目したリキッド ・ バイオプシーは、

がん治療薬を選別する個別化医療のみならず、 がんの早

期診断やがん転移の予測などでも注目が高まった。 リキッ

ド ・ バイオプシーのパイオニアである米ガーダント ・ ヘルス

社にソフトバンクが出資し（同年5月）、リキッド・バイオプシー

検査受託サービスを行う米グレイル社に電通ベンチャーズ

1 号グローバルファンドが出資する （同年 6 月） など、 社

会実装に向けた動きが加速している。 国内においても、 が

ん分野におけるプレシジョン ・ メディシンを推進する中核拠

点病院の整備や医療情報の共有に向けた病院ネットワーク

の拡大など具体的な動きが数多く出てきている。

デジタルツイン
この 1 年間で、 特にイノベーティブな技術進展はないが、

3D プリンターや VR （仮想現実） /AR （拡張現実） 技術と

の融合が進み、 製造業での活用が拡大している。 その一

例として、 2017 年 3 月、 独 SAP 社のデジタルツインによる

新規サービスが発表された。 同サービスは、 独アディダス

社のサイバー空間にあるシューズを自分用にカスタマイズす

るというもので、 個人の好みの形状や色などに合わせて、 サ

イバー空間のデジタルツイン上でデザインし、 仮想的に加工

することが可能になっている。 産業用機器の重工業分野に

加えて、 一般消費財の製造サービスにもデジタルツインの

活用拡大が予想される。 米調査会社 MarketsandMarkets

の 2017 年 8 月発表レポートによれば、 デジタルツインの

2017 年注目技術の総括 世界市場 （主にソフトウエア） は年平均成長率 （CAGR）

37.87％で成長し、 2023 年には 156 億 6,000 万ドルに達す

ると予測している。 今後、 製造業における企画、 設計、 製

造、 販売、 サービス、 廃棄までの全てのプロセスをつない

で、 バリューチェーン全体の状況などをリアルタイムで把握

する仕組みが社会実装されると考えられる。

フレキシブル・ハイブリッド・エレクトロニクス
2017 年は、 フレキシブル ・ ハイブリッド ・ エレクトロニク

ス （FHE） を活用する有望分野として挙げた、 AR 機器、

RFID （IC タグ） での産業利用の道筋が示された。 AR 機

器では、 ゲームなどのエンターテインメント機器での利用拡

大とともに、 スマートグラスのカメラ機能を活用した空間図

面作成や、 一定のノウハウが必要な機械の制御やメンテナ

ンスでの作業手順教示など、 製造業を中心に作業効率や

精度の向上を図る目的での利活用が進展した。RFID では、

既存の畜産管理やアパレル製品管理に加え、 2017 年 4

月にコンビニエンスストア国内大手 5 社が 「コンビニ電子タ

グ 1000 億枚宣言」 （経産省策定） に合意し、 ローソンが

先んじて実証を開始するなど、 産業利用における新たなボ

リュームゾーンが形成されつつある。また、半導体製造装置・

材料業界の世界最大の国際工業会である SEMI は、 FHE

の商用普及を継続的に啓蒙している。

New Space （次世代宇宙ビジネス）
2017 年は、 ロケット （衛星） 打ち上げサービスでの動き

が目立った。 米 SpaceX 社は、 史上初の、 使用済みロケッ

トを再利用した打ち上げに成功した。 同社は、 民間企業を

顧客とした使用済みロケットによる衛星の打ち上げを 2017

年 3 月、 6 月、 10 月に行い、 同 12 月には米航空宇宙局

（NASA） から受注した、 国際宇宙ステーションへの物資補

給船の輸送を実施した。 同社は、 使用済みロケットの整備

コストを新造の半分程度としており、 さらなる再利用と低コス

ト化が想定される。 一方、 インドが商業打ち上げで存在感

を示した。 2017 年 2 月に、 インド宇宙機関 （ISRO） が開

発した使い捨て国産ロケット 「PSLV」 が一度に過去最多

数の 104 機の衛星 （約 700kg のインドの観測衛星 1 機と

超小型衛星 103 機） の打ち上げに成功した。 国内に目を

転じると、 2017 年 12 月に三菱重工業と宇宙航空研究開発

機構 （JAXA） が、 国産ロケット 「H2A」 を使い、 2 機の衛

星を、 異なる高度の軌道に打ち上げることに成功している。

ベンチャー企業では、 インターステラテクノロジズ社が小型

ロケット 「MOMO」 の試験打ち上げを実施した。 打ち上げ

は目標高度に達しなかったものの、 飛行データの収集等、

後継機開発につながる大きな成果を得ている。 宇宙空間

利用の上流である打ち上げサービスの低コスト化 ・ 多様化

の進展を予感させる 1 年であった。
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